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報告　新 潟 県 に お け る 学校 建 築物 の 耐 震 補 強 に 関 す る検討
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要 旨 ：1995 年兵 庫県南部地 震を契機 に 耐震 改修促 進 法が制定され 、 全 国各地 で 公 共建 物 の

耐 震 診断 ・耐震 改修 が 行 われてい る。新潟 県 に お い て も公 立 学校 建築物 の 耐 震診 断 が 行 わ れ

て お り、耐震診 断 が行われ たもの の うち耐 震 判 定 指標 に 満 たない 場 合 に は耐 震 補 強 計 画 、補

強 を行 っ て い る。本 報 告 で は、新 潟 県 で の 学校 建 築物 の 耐震 性 能 の 分 析 を行 っ た 。また 、新 潟

県 の 学校 建 物 の Is値 頻 度分布を推定し、被害率を算定した。耐震補強を進め るこ とに よっ て被

害率 がどの ように 変化す るの か検 討 を行 っ た。
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1．はじめに

　1995 年兵 庫 県南部 地 震 を契機 に 耐震 改 修促

進 法 が制 定され、全 国 各地 で 公 共 建物 の 耐震診

断 ・耐震 改修 が行 われ て い る。新潟 県 に お い て も

平 成 9年 よ り公 立 学 校建 築物を 中心 に 耐震診 断 が

行 われ て い る。耐震性 能 指標 Is値 1）が耐震判定指

標 に満たない 場 合には耐震補強計画 、 補強 工 事 を

行 っ て い る。 しか し、 学校 建 築 物 の 耐 震補 強 工 事

には、予 算の 問 題 の ほ か 、夏休 み 期間 の 短期 間 し

か 工 事 が出 来な い こ と、こ の 時期に 工 事 が集 中す

るた め施 工技術者が 不 足する。などの 問題 点もあ り

実際 に耐震 補強 が行われ た建物 は 非 常 に少 ない 。

本報告 で は 、新 潟 で の 学 校 建築物 の 耐 震性 能 の

分析を行い、さらに新潟県 の 学校 建物 全体の Is値

頻度分布 を推 定 し、兵 庫県 南部地 震 に より被 災 し

た鉄 筋 コ ン クリート造建物 の 被害調 査 結 果 を 基 に し

て い る 。 平成 11 年度 まで に 新潟 県設計 協 同組 合

で耐震診断が行われ た公 共 建築物 は 54 棟で ある。

新 潟 県 学校 総 数 を表 1 に 示 す 。全 学校 施設 数

1174 校の 内、現在まで に耐震診断が行われ て い る

の は 36 校 足 らず で ある。

表 1　新潟県学校総数および耐 震診 断実施状況

施 設 名 全 施 設 数 耐 震 診 断

調 査 済 み

全 教 育機 関 117436 （ 54 ）

高 等 学 校 11125 （ 29 ）

小 ・中 学 校 90911 （ 25 ）

そ の 他 の 機 関 154 0（0）
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た 18値と被 災度の 関係
t）
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2 ．新潟県における学校 建築物の 耐震性

　新潟県で は平成 8 年 か ら 1981 年以 前 に 建 て ら

れた公 立 学校建 築物 を対 象 に耐震診断が行 われ

（ ） は 施 設 棟 数

高綾全 棟数〔226 榛）

寓榛じ翫請み （29糠）

t’中学校全棟搬〔Un   o   ）

x・中 判 交診獗済み （25 棟）

年代（19榊 年）

図 1　新 潟 県 の年代 別 の 診 断

　対象建物数 と診 断終了数

含 1 新潟大 学助手 工学 部建設 学科 博士 （工 ） （正 会 員 ）

t2 新潟大学教授 工 学部建設 学 科 工 博　　 （正会 員 ）

t3
東 京 工 業大学 大 学院
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こ れらの 中 で 診断 が お こ なわ れ て い る の は 、主 に

県 立 高校が 中 心 で あ り、延 べ 床面積が 1000   以

上 で 3階 建 て 以上 の 建物 が対 象となっ て い る。図 1

に 対象全 建物数 と耐 震診断が 終了 した建 物 数 を

示す。耐震診 断 の 対象 となっ て い る建 物は 1981 年

以前 建 築 の 建 物 で あ る。例 え ば 高 等学 校 の 場 合 、

現在 まで に 診断 された建物 は 全対 象棟数 226 棟

の 約 10％ に 過 ぎず、全 体 を把握 す る に は 至 っ て い

ない
。

　また新潟 県 で は、昭和 58 年か ら築後 25 年が経

過 した もの を対 象に 大規模改修 工 事 （化粧 直しの

み の 工 事 ）を 行 っ て お り、す で に 改修 工 事が 終了 し

て しまっ たもの は診 断対 象外 とされて い る。この た め

こ れ らの 古い 建 物（全 棟数 の 約 24％）が未 補 強 で

残 ることに なっ て い る。

54321012345
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　　　　　　 （b） 張間方 向

図 2 　診断方向別 に見た補強前 後 の Is値 分布

　構 造耐震 指標 Is 値分布 を桁 行 き、張間方向別

に 図 2に 示 す。本論 で 対象とした 建物は Is 値が不

明なもの や体育館 ・室 内運動 場 等や Is≧2 ．5 とい

っ たデ
ー

タを除 い た 49 棟 とした。こ れ らの 桁 行 き方

向 で は ほ とん ど が 、張間 方 向で も半数近 くが構 造

耐震判 定指標 ISo（0 ．6 又 は O．7）を下回 っ て い る。

図 中 の 実線は 、Is値分布を （1）式 の 対数 正 規分 布

3）
で 近 似 したもの で ある。

鯛 一

磁 裾劉 　
（・）

x ：ls値、y ：ln（x ）、y ：y の 平均 値、σ
y

：y の 標 準 偏 差

　補 強前 ・後 で の 桁 行 き、張 間 方 向 の ls値の 相 関

に つ い て 図 3に 示 す 。 ほ とん どが桁 行 き方 向 の 補強

を行 っ たも の で ある が 、桁 行 き、張間 方 向 ともに低

い Is値 で あ る建 物も多い こ とが 分か る。

　3 章 の 被害率 の 推定で は各建物に っ い て Is 値

が 小 さい 値をそ の 建物 の Is 値で ある とみ なして 用

い た。この Is値 分布 を図 4 に示 す。

　耐震 診断
・補強が 行 わ れ た建 物 の 建 設 年 代 （〜

1971 年、1972〜1981 年 ）、階数 ご との 補強前 ・後

の Is 値分布 （a ）と自治 体 の 建 物 被害想 定 で 用 い ら

れるこ との 多い 年代別 、階数別 の Is値分布 （b）
4）
を

比 較 して 図 5に 示 す。また、耐 震診断 ・補強 が行わ

れ た 建物 の Is 値分布 を 対数 正 規分 布 に 近似 した

平均 ・標 準 偏 差 を表 2 に 、建 物被害想定 で 用 い ら

れるこ との 多 い 年代 別 、階数別 の Is 値分布 の 平

均 ・標 準偏 差 を表 3 に示す。
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52
値

2
 

51

降

猫

鰍

電

72−
AU50

　

一
　

且

　

　

■

2

且

　

01

　

　

　
一

脳

嘸

夜
覊

旺

一
．

・2

7　 以 前　　4F

．S　1　　．　　2　25
　　　　 1s値

0

72年以降

0 1
　 1s値

2

図 6 　補 強前 後 の Is値分布 と合成 し た分布
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図 5 　補強前後の 建設 年代別 Is値分布

　こ の 1971 年以 前 ・1972 年〜1981 年 の 値 は、静

岡県 に おける RC 造公共 建築 物 の 耐震診 断結 果

をもとに した 値
3］

で あ る 。

新 潟 県 の データ の 方 が小 さくな っ て い るの は 、 桁

行 きと張 間両方 向を別 々 の サ ン プル として 扱 っ て い

ることや、新 潟 県 で は 大規模 改修 工 事 が終 了 した

建 物 を 除 い て 建 設 年 の 古 い 建物 、っ ま り耐震性 能

が低 い で あろう建物 か ら耐震診断を行 っ て い るた め

で あり、そ の まま比較 するこ とが 出来 な い 。そ こ で 、

新潟 の デ
ー

タも両方 向ともサ ン プル として 対 数 正 規

分布 に 近似したもの と、表 3 の デー
タをサン プル の

階数年代分布 が 一
致するよ う重 み 付 けをして 足 し

あわせるこ とにより比較する。すなわち、それぞれ の

年代 ・階数 区分ごとの 頻度に対 して 、新潟 県 の 診

断済み 建物数に 対す るそ の 区 分 の 建 物数 の 比 率

を掛け て 、 全 て の 区分 で の 頻度 を 足 し合 わ せ る こ と

に よりIs値 分布曲線を求 めた。図 6 にこの 合成した

Is値分布と、新潟 県 の 補強前 、 補 強後 の 分布 曲線

とを比 較して 示 す e

　新潟 に お け る ls値 分 布 は 、低 い 値 に 分布 の ピー

クが あり、地震地域係数 Z が 0．9 で ある事 を考 慮し

ても、 耐震性 能 が 低 い ことが 分か る。
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表2　新潟県で耐震診 断が行 われた 学校建物の Is値の 平 均値・標準傭差 ・棟数

1　 　 　 　 2　 　 　 　3　 　 　 　 4　 　 　 　 5

〜 71 1 0 16 6 0
補強前 平 0，550 一 α3190 ．336 一

二
一
差 一 一 0．0880 ρ29 一

補強後 平 　値 0．760 一 0．694 α753 一

ラ 偏 一 一 0．0910 」25 一

72　 〜81 1 3 15 6 1
補強前 平均値 α5550 £ 560 ．4160 ．3690 ．170

耶 準
一
差 一 0．2810 ．1210 ．103 一

補強後 平均値 1．3600 ．9410 ．839O ．7280 ，720
準偏差 一 0．2240 ．1380 ．075 一

表3 　静岡県に おける年代別 ls値の 平均値・標準偏差
3）・4）

3 ．被害率の 推定

3．1　 1s値分布

　前節 の 結果 を もとに新潟 県 に お け る被害率 の 予

測 を行 う。 耐 震 診断 の 対象 となっ て い る建物は 、す

べ て 1981 年 以前 の 建物 で あ り、こ の 分布 は 全 体 の

建 物 の もの で はな い 、こ の た め、まず ls値の 分布 を

推定する。推 定 す る に あたり、以 下 の ような仮 定を

行 っ た。

　・建 物棟 数

　小 中学校 の 建 物 数 は未 知 で あ り、建 物数 と学校

数は異なる。
こ の た め 、小 中学校 の 建物数 は、生徒

数 に 比 例 す るもの として 、既 知 の 高等学校 の 延 べ

床面積 1000m2 以上 の 棟 数 476 に対する生徒数

の 割合 より算 定 した
5）・6）

。

　・建物 の 年代 区分

　すべ て の 建 物 の 建設 年代 区 分割 合 は 、高等学

校建物 の 建 設年代 比 率 （1971 年 以 前 ：1972 年 〜

1981 年 ；1981 年以 降＝137 ：203 ：136）とその 割

合が等しい もの とした 。

　・建 物階数

　耐 震診断 が 行わ れ た 建 物 の 階数 の 割合 に 比 例

して い る とした。

　・ls値 の 平均値、標準偏差

　表 2に 示 した平均 値 は建設 年代 ・階 数 別 に わ け

ると対 象 となるサ ン プ ル 数 が少 なくなるためにば ら

つ い て い るが、図6 に 示 すように 全 体とし て 低 い 値

で あり、表 3 の 値 に対 して 0．2 − 0．8 倍程度なの で 、

一
律に 表 3の 値の 0．5 倍 とした。1981 年 以降の 建

物 に つ い て も同 様 に 0．5 倍 とした。補 強後 に っ い て

は、既 に補強計画 が 行われた建物 の 分布 と等 しい

もの とした。

　標 準偏 差は、表 3に お け る標準偏差と平 均値 の

関係か らこれ らが比 例 して い るとして近 似 式を求め

て それ に 従 うもの とした。

　以 上 の ように して ls値分 布 曲線を仮 定して 図 8 に

それぞれ補強前、現在まで に 耐 震診断 が行われて

補強 又 は補強計画 が 行わ れ た 49 棟を考慮したも

の 、1971 年以 前 の 建物 が耐震 補強されたと仮 定し
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た もの 、1981 年以 前 の 建物す べ て に耐震補強 が

行われたと仮 定 したもの 、の 4 種 に つ い て Is 値分

布曲線を示 す 。 現 在、補強 計画 が 行われ て い る建

物 は 、49 棟だ け で あるの で 、こ れ らの 補 強 工 事 が

完了 した と仮定 した段 階で は 、補強 前 の 場 合 と極

僅 かしか変らない 事 が 分 か る。

3 ，2 　被害 率 の椎定

　図8に 示 した Is 値分布 を用 い て 被 害率 を予想 す

る。Is値 と被災度の 関係は 、兵庫 県南 部地震 に より

被災 した 建 物 の 被害調 査結果を基 に した被 害 率
2）

を用 い た。こ の 被害率を図 9、10に 示 す。

　新潟に お い て も被 害率 は、こ れと等 しい として Is

値分 布を掛け合わせ ることに より計 算 した。図 11、1

2に各被災度 の 割 合 を示 す。現 状 で は 、補強建 物

数が大変少なく被 害率 の 低減効 果 は ほ とん ど現 れ

て い な い 。しか し、1971 年以前 、ま た は 、新耐震以

前 に 建 設 され た建 物 に っ い て 補強 を行う事 は 、大

幅な被害減少に つ ながる事 がは っ きりと分 か り、耐

震診 断補強 が進め られ る事が 望 まれ る。

　また 、全体 的 に 被害 率 が非 常 に大きくな っ て い る

が 、こ れは県下全域が震度7
、 震度 6として い るた め

で あると考 えられる。また 、実際 の 被害想 定とす るた

め に は 、地 震 動 強さの 分布 、地 盤 の 分布 など考慮

する必要 が ある。

4 ．まとめ

　新 潟 県 で 行 われ てい る鉄筋 コ ン クリート造学校 建

築 物 の 耐震診断、お よび 耐震 補 強計画 をもとに検

討を行い 得られた結 果は以 下 の 通 りで ある。

　・新潟に お ける耐震性 能 指標 Is値 の 分布 は 、地

域係 数 Z が 0．9 で あ るこ とを 考慮 して も小 さく、被害

想定な ど に使 われ て い る Is 値分布 とは 対応 しない

こ とが 分 か っ た。

　 ・1995 年 兵庫 県南部 地震で被災した鉄 筋 コ ン ク

リ
ー

ト造学校建築物 の 被 害 調 査結 果を基 に して 推

定 され て い る Is値 と被災度区分ご との 被害率 の 関

係 を用 い て、建設年代 、階数 ご との Is 値分布 の 平

均 値 、標 準偏 差を仮定 し て 被 害 率を算定した。補

強前 、現在 まで に耐震診断が行われた建 物に つ い

て の 補強 が終 了した時 、71 年 以前 の 建物 に 対 して

の 補強 が終了 した時、81 年以 前 の 建物 に 対 して の

補 強 が 終了 した 時 の そ れ ぞ れ の 被 害率 を 求 め 比 較

した。

　・そ の 結 果 、現段 階で は、被害率 の 変化が明確

に 現 れ る ほ ど補強が進ん で い な い が、1971 年 以 前

や新耐震 以前 に建 築された建物 の 補強を行っ て い

くことは 、被害率 の 低減 に重要 で あるこ とが 示 す こ と

が 出来 た。
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